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応急手当の普及啓発　　　　　　　　(消防署)

消防力の強化　　　　　　　　　　　（消防署）

　火災、救急、救助等の災害や発生が危惧される大規模地震、大雨等の自然災害による被害
を最小限に抑えるための消防力の強化が求められています。今後も、消防資機材の維持管理
や高度な知識・技術を持った職員の育成とともに、実践的な各種訓練をはじめ、消防団や近
隣消防本部など他機関との連携を図り、災害への体制を強化する必要があります。

達
成
目
標

　各種災害を想定した訓練を1,200
時間以上実施し、その内で他機関
(消防団、航空隊、ドクターヘリ、
警察、近隣消防本部など）との合同
訓練を９回以上とします。
(令和２年度訓練実績：1,428時間、
合同訓練：８回)

　様々な災害を想定した各種訓練を実施し、災害時における迅速かつ組織的な活動の強化を
図るとともに、消防団、近隣消防本部、警察等との合同訓練や全国緊急消防援助隊訓練、県
総合防災訓練へ参加し連携体制を整えます。

警防課

予防課

　応急手当の知識や技術の習得を広く市民に呼び掛けて、普通救命講習会を開催するととも
に、応急手当に関して積極的に取り組んでいる事業所に、応急手当協力事業所認定証を交付
するなど、応急手当の普及啓発に取り組んでいます。
　今後も、一人でも多くの市民に応急手当法を習得してもらうため、その重要性や効果を幅
広く広報していく必要があります。

達
成
目
標

　①応急手当協力事業所を５事業所
以上認定します。
（令和２年度実績：５事業所）

　②普通救命講習受講者数を延べ
11,420人以上11,270人以上としま
す。
(令和２年度実績：延べ10,920人)

　応急手当の必要性について、効果的な広報を市民や事業所に対して積極的に行い、応急手
当協力事業所の推進及び普通救命講習会による応急手当法の習得者増加を目指します。

基　本　方　針

各種災害に備えて消防力を高めるとともに、応急手当の普及や防火防災意識の高揚を図り、災害から市民を守ります。

地域防災の担い手である消防団の活動環境整備及び消防団員確保に努め、地域防災力の強化を図ります。

重点的に取り組む施策・事業

消防署
野 中 治 彦

令和３年度　消防本部の運営方針

消防本部の組織体制

消防長 消防総務課

※ ↓ 新型コロナウイルス感染症の影響により、令和３年10月29日時点で達成目標等の一部を変更しています（赤字見え消し箇所）。
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消防力の基盤強化　　　　　　　　　（警防課）

　消防団協力事業所、消防団応援の店の推進及び消防団との協議や消防団活性化検討委員会
での検討とともに、企業や自治会へ出向き消防団の現状等について更なる十分な説明を行っ
ていきます。

　消防力の基盤である緊急車両等を計画的に更新するとともに、各種災害に必要となる資機
材の整備を行っています。今後も災害への対応力を強化するため、適正かつ計画的な整備を
継続していく必要があります。

達
成
目
標

　①救助工作車を更新します。

　②静岡県総合防災訓練の代替訓練
における消防訓練計画を作成すると
ともに、大規模地震等の災害に備え
た資機材を整備します。

　多種多様化する火災や救急、救助等の災害出動に備え、耐用年数が経過した救助工作車を
更新します。また、大規模災害用の資機材を整備して、消防力の基盤強化を図り災害時に迅
速な対応ができる体制を確保します。

消防団の活動環境整備　　　　　（消防総務課）

　消防団協力事業所、消防団応援の店の推進及び、消防団活動に対して企業と自治会への理
解や協力の求め、消防団活性化検討委員会での検討など、消防団が活動しやすい環境づくり
に取り組んでいます。今後も地域防災の担い手である団員確保のための取り組みを行ってい
く必要があります。

予防消防の強化　　　　　　　　　　（予防課）

　市民の防火意識の高揚や事業所の防火・保安管理体制の強化に取り組んでいます。火災の
未然防止や被害軽減のためには、今後も幅広く火災予防活動を行うとともに、事業所への立
入査察、防火に関する講習会などを継続していく必要があります。

達
成
目
標

　火災出火率（人口１万人当たりの
火災件数）を前年度以下とします。
（令和２年度実績：3.7件 ）

　幼年消防クラブや消防団、危険物安全協会と連携した火災予防活動及び、事業所における
防火管理や危険物の保安管理について指導を行い、火災の未然防止や被害の軽減を図りま
す。

達
成
目
標

　①次年度当初の消防団員数を今年
度当初以上とします。
（令和３年度当初：304人）

　②消防団協力事業所を32事業所以
上とします。
（令和２年度実績：29事業所）

※ ↓ 新型コロナウイルス感染症の影響により、令和３年10月29日時点で達成目標等の一部を変更しています（赤字見え消し箇所）。
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